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第２期中期目標の骨子案（主要な項目） 

 

１. 独立性、透明性及び適正性の確保と継続的な改善を進めるための安全文化の向上・

維持 

(１) 独立性の確保と透明で開かれた組織の実現 

(２) 規制機関としての安全文化及び核セキュリティ文化の確立 

(３) 国際コミュニティにおける活動 

(４) マネジメントシステムの改善 

(５) 厳格な公文書管理並びに組織体制の継続的改善及び先進的なバックオフィス体制

の構築 

(６) 法的支援・訴訟事務等への対応 

(７) 職員の人材育成と人員の持続可能な確保 

(８) 規制業務を支える庁内の研究人材育成 

 
２. 原子力規制の厳正かつ適切な実施及び継続的な改善とこれを支える技術基盤の強化 

(１) 原子炉等規制法に係る規制の実施 

(２) 最新の科学的・技術的知見に基づく規制基準の継続的改善 

(３) 安全研究による新知見獲得とその規制への反映 

(４) 改正原子炉等規制法の着実な施行 

(５) 規制活動の継続的な改善 

(６) 廃棄物の処理・処分の進展に対応した規制 

 
３. 核セキュリティ対策の強化と保障措置の着実な実施 

(１) 核セキュリティ対策の強化 

(２) 保障措置の着実な実施 

(３) 原子力安全、核セキュリティ及び保障措置のインターフェースの強化 

 
４. 東京電力福島第一原子力発電所の廃炉の安全確保と事故原因の究明 

(１) 廃炉に向けた取組の監視 

(２) 事故の分析 

(３) 放射線モニタリングの実施 

 
５. 放射線防護対策及び緊急時対応の的確な実施とこれらの継続的な改善 

(１) 放射性同位元素等規制法に係る規制の実施 

(２) 放射線防護対策の推進 

(３) 放射線モニタリングの実施 

(４) 危機管理体制の整備・運用 

(５) 原子力災害対策指針の継続的改善 
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（参考） 1 
 2 

 3 
第２期中期目標の骨子案 4 

 5 
 6 
前文 7 
 8 
中期目標期間 9 
２０２０年４月１日から２０２５年３月３１日までの５か年間とする。 10 

 11 
組織目標 12 
原子力に対する確かな規制を通じて、人と環境を守ること 13 

 14 
施策目標 15 
１. 独立性、透明性及び適正性の確保と継続的な改善を進めるための安全文化の向上・16 

維持 17 
 18 
（基本的考え方） 19 

 原子力規制行政の独立性・中立性・透明性の確保、組織・業務の継続的改善、諸外20 
国及び国際機関との連携・協力等を図る。人材の確保・育成、常に問いかけ続ける21 
組織文化の育成・維持を図る。 22 

 23 
（戦略） 24 
(１) 独立性の確保と透明で開かれた組織の実現 25 

 独立した立場で科学的・技術的な見地から意志決定を行う。規制に関わる情報の開26 
示を徹底する。多様な意見に耳を傾ける。 27 

 事業者や立地自治体等のステークホルダーとのコミュケーションを継続的に改善す28 
る。 29 

 30 
(２) 規制機関としての安全文化及び核セキュリティ文化の確立 31 

 事故の体験や教訓を確実に次世代の職員に継承し、前例主義に陥らず、常に問いか32 
け続ける組織文化を育成・維持する。 33 

 安全文化及び核セキュリティ文化の育成・維持に係る取組を継続するとともに、そ34 
の水準を自己評価する。 35 

 36 
(３) 国際コミュニティにおける活動 37 

 国際機関との協力、多国間の協力、二国間の協力を通じ、原子力安全の向上に貢献38 
する。  39 
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(４) マネジメントシステムの改善 1 
 ＩＲＲＳの指摘なども踏まえ、職員が活用しやすく、実質的な業務の改善につなが2 

るようマネジメントシステムを見直し、組織全体に定着させる。 3 
 業務の質の向上につながるよう、組織全体でマネジメント関連文書の整備を進め、4 

適切な文書作成に関するマネジメントを徹底する。 5 
 6 
(５) 厳格な公文書管理並びに組織体制の継続的改善及び先進的なバックオフィス体制の7 

構築 8 
 適切な公文書の作成及び整理等を行い、厳格な公文書管理と業務の効率性をともに9 

実現する文書管理方法を構築し、定着させる。 10 
 各地の原子力規制事務所等を含めた原子力規制委員会全体として、組織の持つポテ11 

ンシャルを最大限に発揮し、かつ、組織の機能が全体として中長期的に持続可能で12 
あるよう、組織体制及び人員態勢等の資源配分を不断に見直す。 13 

 バックオフィス機能の充実を図る。 14 
 15 
(６) 法的支援・訴訟事務等への対応 16 

 規制業務その他の所管行政が法的に適正に行われ、かつ、制度的な改善が弾力的か17 
つ円滑に行われるよう、法的な判断やその具体化のための事項を適切に行う。 18 

 訟務対応について、関係機関と連携しつつ、適切に対応する。 19 
 法令関係事務に必要な能力を有する職員が継続的に確保されるよう、人員の確保や20 

研修の充実、専門的知識の体系的な収集整理などを着実に行う。 21 
 22 
(７) 職員の人材育成と人員の持続可能な確保 23 

 職員は、組織理念にのっとり、その使命を実現するため、国家公務員としての高い24 
倫理観を保持し、規律を守り、職務に専念するものとし、これを継続的に確保する25 
ため、組織を挙げて、職員の指導監督を厳正に行う。 26 

 新卒者、経験者を適切に採用し、組織運営の安定性を確保する。 27 
 ＯＪＴに加え、研修の体系的整備、知識管理等により職員を育成する。職員の育成28 

に当たっては、行政的能力、技術的能力などの能力のバランスに配慮する。 29 
 職員に適切なキャリアパスを提供することにより、その能力を発揮させ、組織のパ30 

フォーマンスを最大化する。 31 
 業務上の相談や助言が効果的に実施できるよう、技術的・専門的なアドバイスが実32 

施できる部署・職員を明確にしつつ、職員相互の会話を円滑化する仕組みを整備・33 
運用する。 34 

 35 
(８) 規制業務を支える庁内の研究人材育成 36 

 研究職員の人材育成及び研究環境整備のため、外部の研究組織との人事交流や共同37 
研究等を推進する。  38 
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２. 原子力規制の厳正かつ適切な実施及び継続的な改善とこれを支える技術基盤の強化 1 
 2 
（基本的考え方） 3 

 原子力利用の安全の確保に向け、原子炉等規制法に係る規制を厳正かつ適切に実施4 
するとともに、継続的に改善する。 5 

 最新の科学的・技術的知見を取得するための安全研究を推進するとともに、国内外6 
の情報の収集を行い、それらに基づく規制基準の不断の見直しを行う。 7 

 8 
（戦略） 9 
(１) 原子炉等規制法に係る規制の実施 10 

 法定の審査及び検査を厳正に実施する。（核セキュリティ及び保障措置に係る目標は11 
３．を参照） 12 

 事業者による安全性向上評価を適切に確認し、事業者の自主的取組を促進させる。 13 
 原子力施設のトラブルに関し、原因究明、再発防止策の評価等の対応を適切に行14 

う。 15 
 使用済燃料について、より安全性の高い乾式貯蔵を促す。 16 

 17 
(２) 最新の科学的・技術的知見に基づく規制基準の継続的改善 18 

 国内外の最新知見を収集し、安全上重要なものを、適時、規制基準に反映する。 19 
 新規制基準適合性審査により得られた経験等をもとに、現行規制基準等について、20 

具体化や明確化を図る。 21 
 22 
(３) 安全研究による新知見獲得とその規制への反映 23 

 規制課題を踏まえた安全研究を行い、最新の科学的・技術的知見を蓄積する。ま24 
た、国際共同研究を積極的に活用する。 25 
 26 

(４) 改正原子炉等規制法の着実な施行 27 
 原子力規制検査について、円滑な立ち上げと早期の定着を図り、検査の効果及び効28 

率を向上させる。 29 
 事業者における品質管理体制等の強化を狙った各種許認可制度について、円滑に立30 

ち上げるとともに、厳正かつ適切に運用する。 31 
 32 
(５) 規制活動の継続的な改善 33 

 原子力施設の審査状況・課題の明確化を図る。 34 
 バックフィット制度について、これまでの実績を踏まえ、円滑かつ効果的に制度が35 

運用できるよう、改善点の抽出や制度の体系化等に留意して運用する。 36 
 リスク情報を活用したグレーデッドアプローチの積極的な適用により、安全上の重37 

要度に応じて規制要件などを見直す。  38 
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(６) 廃棄物の処理・処分の進展に対応した規制 1 
 事業者において様々な放射能レベル・様々な核種の廃棄物の処理・処分を円滑に進2 

めることができるよう、規制面の対応を進める。ウラン廃棄物の処分については、3 
天然起源核種であることも考慮して基準等を整備する。 4 

 5 
 6 
３. 核セキュリティ対策の強化と保障措置の着実な実施 7 
 8 
（基本的考え方） 9 

 核セキュリティ対策を強化するとともに、国際約束に基づく保障措置の着実な実施10 
のための規制その他の原子力の平和利用の確保のための規制を行う。 11 

 12 
（戦略） 13 
(１) 核セキュリティ対策の強化 14 

 核物質防護に係る審査、検査、基準整備等を厳正かつ適切に実施する。 15 
 放射性同位元素等の防護規制について、着実な実施及び定着を図る。 16 

 17 
(２) 保障措置の着実な実施 18 

 日・ＩＡＥＡ保障措置協定等を誠実に履行するとともに我が国の取組を発信するこ19 
とにより、国際社会の信頼を獲得し、国際的な原子力の平和利用の確保に貢献す20 
る。 21 

 22 
(３) 原子力安全、核セキュリティ及び保障措置のインターフェースの強化 23 

 安全対策、セキュリティ対策、保障措置は、それぞれが他方に干渉する場合がある24 
ことから、業務上のルール策定等に継続的に取り組む。 25 

 26 
 27 
４. 東京電力福島第一原子力発電所の廃炉の安全確保と事故原因の究明 28 
 29 
（基本的考え方） 30 

 東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向けた取組の監視等を着実に実施する。 31 
 32 
（戦略） 33 
(１) 廃炉に向けた取組の監視 34 

 実施計画の審査及び施設の検査を厳正かつ適切に行うとともに、規制当局として東35 
京電力を指導して中期的計画的にリスク低減を促進する。 36 

 37 
(２) 事故の分析 38 

 事故の分析を継続的に実施し、得られた知見を規制に反映させるとともに、海外に39 
も積極的に発信し国際的な原子力の安全性向上に貢献する。 40 
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 関係機関と積極的に連絡・調整を行い、廃炉作業と事故分析のための調査の整合を1 
図る。 2 

 3 
(３) 放射線モニタリングの実施 4 

 事故後の対応として、総合モニタリング計画に基づく福島県を中心とする陸域・海5 
域の放射線モニタリングを着実に実施し、国内外に分かりやすく情報提供する。 6 

 7 
 8 
５. 放射線防護対策及び緊急時対応の的確な実施とこれらの継続的な改善 9 
 10 
（基本的考え方） 11 

 原子力利用の安全の確保に向け、放射線同位元素等規制法に係る規制を厳正かつ適12 
切に実施するとともに、規制制度を継続的に改善する。 13 

 原子力規制委員会における平時・緊急時の危機管理体制を整備し、運用するととも14 
に、放射線モニタリング体制を整備・維持する。 15 

 東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓等を踏まえ、原子力災害対策指針を含め16 
た放射線防護や緊急時対応のための制度を継続的に改善する。 17 

 18 
（戦略） 19 
(１) 放射性同位元素等規制法に係る規制の実施 20 

 法定の審査及び検査を厳正かつ適切に実施する。また、施設の特徴を踏まえたグレ21 
ーデッドアプローチの積極的な適用により、規制要件などについて安全上の重要度22 
に応じて見直す。（放射性同位元素等規制法に関するセキュリティに係る目標は３．23 
を参照） 24 

 25 
(２) 放射線防護対策の推進 26 

 ＩＣＲＰ等の最新の知見を収集し、放射線審議会の意見具申等を踏まえ、法令への27 
取り入れを進める。 28 

 岩石等に含まれる天然の放射性核種のうち濃度の高いものからの放射線防護の在り29 
方について検討する。 30 

 31 
(３) 放射線モニタリングの実施 32 

 環境中の放射線及び放射性物質の水準を監視するとともに、関係者と連携して測定33 
結果に関する情報提供を行う。 34 

 緊急時モニタリングに係る訓練等を通じて、立地地域の緊急時モニタリング体制の35 
強化を図る。 36 

 37 
(４) 危機管理体制の整備・運用 38 

 原子力規制委員会の危機管理体制を整備・運用する。様々なシナリオによる防災訓39 
練を企画・立案・実施すること等により、緊急時対応能力の維持・向上に努める。 40 
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 原子力災害対策特別措置法に基づく事業者訓練について、事業者に対し多様な事故1 
シナリオへの対応訓練を実施させること等により、緊急時対応能力の維持・向上を2 
促す。 3 

 原子力災害時の医療体制の一層の強化を図る。 4 
 5 
(５) 原子力災害対策指針の継続的改善 6 

 東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓、日頃の防災訓練における反省点、最新7 
の知見等を踏まえ、原子力災害対策指針を継続的に改善するとともに、内閣府（原8 
子力防災担当）等と連携して、それらのマニュアル類等への反映を図る。 9 



８ 

 
次期中期目標策定に係る主な経緯 

 
 

１．第１２回原子力規制委員会（令和元年６月１２日） 
 

次期中期目標期間の取組の方向性を示すキーフレーズについて事務局から報

告し、委員間で議論がなされた。 
 
 
２．政策評価懇談会（令和元年６月１４日） 

 
１．のキーフレーズについて懇談会委員より意見聴取した。 

 
 
３．第３８回原子力規制委員会（令和元年１０ 月２３日） 

 
事務局より政策評価懇談会委員の意見の概要【添付資料】と次期中期目標の構

成案を報告し、委員間で議論がなされた。構成について各委員から案を提示する

こととなった。 
 
 
４．第３９回原子力規制委員会（令和元年１０ 月３０日） 

 
各委員の案をもとに委員間で議論し、構成について概ね合意した。事務局に対

して次期中期目標の骨子案の作成が指示された。 
 
 
５．第３９回原子力規制委員会（令和元年１１ 月１３日） 

 
次期中期目標の骨子案をもとに委員間で議論がなされた。 

 
  

参考１ 



９ 

令和元年１０月２３日第３８回原子力規制委員会資料５（抜粋） 

 

 

政策評価懇談会（令和元年 6月 14 日開催）における主な指摘 

 

 

○ 中期目標の項目は、例えば、①粛々とやるもの、②取組を定着させ

るもの、③新たに挑戦するもの、のような定着度による整理や、テ

ーマごとの整理（①規制業務の合理化、②組織の持続、③研究の発

展）、目標の種類に応じた整理（①事故ゼロを目標とするもの、②需

要やアウトカムが明確なもの、③効率で評価できるもの）などに整

理することが望ましい。 

 

 

○ 各項目については、規制等の深化なのか、テーマ自体の拡大なのか、

あるいは難易度・重要度の観点からも整理して議論すると良い。 

 

 

○ 中期目標を策定するときに、規制庁の職員も参加したというプロセ

スを経るべき。 

 

 

○ 電力供給、廃炉も踏まえた原子力規制需要の見通しを持つ必要があ

る。社会的ニーズがはっきりするのはいつ頃で、それに対するリソ

ースが必要になるのはいつ頃かという視点が重要。 

 

 

○ インハウスの専門性保持に関し、数年間隔の異動を見据えた専門知

識、経験の継承や人材育成のポートフォリオを考えることが必要。 

 

 

○ 「信頼の確保」はこの組織で一番大事なこと。どのように信頼確保

に結びついていくかという道筋も明らかにするべき。 

 

 

○ 福島第一原子力発電所の廃炉に関しては、忘れてはならない。 

 

以上 

【添付資料】 


